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－１－

１ 地域医療再生計画の期間

平成２３年度から平成２５年度末までの期間を対象として定めるものとす

る。

２ 現状の分析

（１）大分県の医療圏

① 一次医療圏

日常の健康相談や健康管理等の保健サービスの需要及び一般的な疾病の診

断・治療の医療需要に対応するために設定した区域で、原則として市町村を

単位としている。

② 二次医療圏

総合的な取組を行うために市町村を越えて設定した区域で、広域交通網の

整備や市町村合併等による日常生活圏の拡大、入院患者の受療動向を踏まえ

て「６医療圏」に設定されている。

③ 三次医療圏

特殊な診断・治療を必要とする医療需要に対応するために設定した区域で、

「県全体を単位としており、本計画の対象区域」である。
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（２）医療提供施設、病床数

①病院数、診療所数

・ 県内の病院数は、平成２３年２月現在１６０施設、診療所は１，５４４

施設（一般診療所９８７、歯科診療所５５７）となっている。また、「平成

２１年医療施設調査（厚生労働省）」によると、平成２１年１０月１日現在

の人口１０万対の病院数は１３．７（全国第４位）で全国平均の６．９を大

きく上回っており、診療所についても８１．１（全国第１９位）と全国平均

の７８．１を上回っている。

・ 県内の精神科病院は、平成２３年２月現在２５施設と全病院の１５．６

％となっている。また、平成２１年医療施設調査（厚生労働省）」によると、

平成２１年１０月１日現在の人口１０万対の精神科病院数は２．１（全国第

２位）で全国平均の０．８を大きく上回っている。

②病床数

・ 県内の一般病床及び療養病床の既存病床数は、平成２３年２月現在

１５，１２６床で、基準病床１３，０９６床に対して２，０３０床上回って

いる。

・ 精神科病床の既存病床数は平成２３年２月現在５，３０５床で、基準病

床４，３２１床に対して９８４床上回っている。

・ 結核病床の既存病床数は平成２３年２月現在１００床で、基準病床数

４６床に対して５４床上回っている。

（療養病床及び一般病床）

医 療 圏

合 計東部 中部 南部 豊肥 西部 北部

基準病床数 3,329 6,334 663 418 737 1,615 13,096

既存病床数 3,657 6,543 1,083 736 1,094 2,013 15,126

差 引 328 209 420 318 357 398 2,030
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（精神病床）県全域

基準病床数 4,321

既存病床数 5,305

差 引 984

（結核病床）県全域

基準病床数 46

既存病床数 100

差 引 54

（３）４疾病５事業等の受療動向及び医療提供体制

①大分県の死亡原因の現状

・ 平成２１年の人口動態統計によると、本県の死亡原因の第１位は悪性新

生物であり、全死亡者に占める割合は２８．２％である。

また、第２位は心疾患で、割合は１５．１％となっている。

資

資料：厚生労働省「平成２１年 人口動態調査」
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②がん医療

・ 厚生労働省が行った「平成２０年患者調査」によると、県内の平成２０

年の悪性新生物受療率（人口１０万対）は、入院が１５６、外来が１３４

で、平成１７年の入院１４６、外来８５から入院が１０増加、外来が４９

増加している。

・ また、平成２０年の全国平均の悪性新生物受療率（人口１０万対）は、

入院が１１１、外来は１２３で、本県の受療率は全国平均を上回っている。

資料：厚生労働省 平成１７年・平成２０年「患者調査」

・ 本県には、平成２３年４月現在で、がん診療連携拠点病院が４医療圏に

７施設整備されている。県がん診療連携拠点病院は中部医療圏に大分大学

医学部附属病院、地域がん診療連携拠点病院は東部医療圏に別府医療セン

ター、中部医療圏に大分県立病院、大分赤十字病院、大分市医師会立アル

メイダ病院の３病院、西部医療圏に大分県済生会日田病院、北部医療圏に

中津市立中津市民病院がそれぞれ整備されている。

・ がんの緩和ケア病床を有している医療機関は３病院５０床（大分ゆふみ

病院、黒木記念病院、佐伯中央病院）と少なく、平成２３年度には大分市

医師会立アルメイダ病院に２１床を整備する予定である。

・ 平成２３年４月から今後のがん対策の推進及びがん医療水準の向上を目

的として、県内におけるがんの患者の登録事業を実施している。

③脳卒中医療

・ 県内の平成２０年の脳血管疾患受療率（人口１０万対）は、入院が

１９６、外来が１５６で、平成１７年の入院２４２、外来１５８から入院

は４６減少、外来は２減少している。

・ 平成２０年の全国平均の脳血管疾患受療率（人口１０万対）は、入院が
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１５６、外来は９４で、本県の受療率は全国平均を上回っている。

資料：厚生労働省 平成１７年・平成２０年「患者調査」

・ 平成２０年度には北部医療圏で急性期・回復期との連携を中心とした脳

卒中地域連携クリティカルパスの策定、さらに平成２１年度には豊肥医療

圏で脳卒中地域連携システムの策定を行っている。

④急性心筋梗塞医療

・ 本県の平成２０年の虚血性心疾患受療率（人口１０万対）は、入院が

２１、外来が７１で、平成１７年の入院３２、外来６０から入院は１１減

少、外来は１１増加している。

・ 平成２０年の全国平均の虚血性心疾患受療率（人口１０万対）は、入院

が１５、外来は５３で、本県の受療率は全国平均を上回っている。

資料：厚生労働省 平成１７年・平成２０年「患者調査」
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⑤糖尿病医療

・ 本県の平成２０年の糖尿病受療率（人口１０万対）は、入院が３５、外

来が１９１で、平成１７年の入院４４、外来２２５から入院は９減少、外

来は３４減少している。

・ 平成２０年の全国平均の糖尿病受療率（人口１０万対）は、入院が２０、

外来は１４７で、本県の受療率は全国平均を上回っている。

資料：厚生労働省 平成１７年・平成２０年「患者調査」

⑥救急医療

・ 本県の初期救急医療体制は１４の郡市医師会等が「在宅当番医制」及び

「休日当番医制」などを実施するとともに、６郡市医師会等が「夜間在宅

当番医制」などを実施している。

・ 二次救急医療体制は、地域の実情に応じて、病院群輪番制（５圏域３２

施設）及び共同利用型（４医療圏４施設）で実施しているが、１救急医療

圏において二次救急医療体制を十分に確保できていない状況にある。

・ 三次救急医療体制については、県内に救命救急センターを４施設指定

しており、通常型救命救急センターは大分市医師会立アルメイダ病院を、

新型救命救急センターは大分大学医学部附属病院、大分県立病院、国家公

務員共済組合連合会新別府病院の３施設を指定している。

・ 平成２１年の県内の救急搬送人員は４２，３４５人で、平成１１年の

３１，９５７人と比べると３２．５％増加している。

また、平成２１年の救急搬送人員のうち、管外搬送人員は７，０６６人

で、全体の約１６．７％を占めており、平成１１年の４，６９５人と比較

して２，３７１人（５０．５％）増加している。

・ 平成２１年の平均救急搬送時間（１１９番通報から病院等に収容するま

でに要した時間）は、３１．５分で平成２０年の３０．８分と比較して

０．７分伸びており、管外搬送の増加等が原因と考えられる。

・ 本県では、現在全ての救命救急センターにドクターカーが配備されてお
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り、医師・看護師等が救急現場及び搬送途上に出動し、救命処置を行うこ

とで、救急患者の救命効果の向上を図っている。

・ 広域救急医療体制について、県北西部地域（中津市、日田市、玖珠町、

九重町）では、福岡県ドクターヘリを共同運航するとともに、県全域を対

象に県防災ヘリ「とよかぜ」を救急仕様で運航するなど、へき地等の救急

医療体制の充実を図っている。

ドクターヘリ及び防災ヘリの運航実績

Ｈ２０ Ｈ２１ 増減

ドクターヘリ（共同運航） １８ ４２ ２４

防災ヘリ ４５ ６１ １６

※防災ヘリの運航実績には、県外への応援も含む。

・ さらに、広域救急医療体制の充実・強化を図るため、本県単独のドクター

ヘリの平成２４年９月導入を目指している。

⑦精神科救急医療

・ 現在、措置入院等の非自発的な入院については、民間の指定病院の輪番

制により当番病院を確保し、２４時間体制で対応している。

・ しかし本県では、精神保健福祉法（以下「法」という。）第３３条の４

に規定する応急入院指定病院の指定に至っておらず、また法第３４条の規

定により県知事が行う医療保護入院等の移送制度についても未整備であ

る。

⑧災害医療

・ 大規模災害時の多発外傷、広範囲熱傷等重篤患者の受入体制を確保する

ため、１２病院を「災害拠点病院」として指定しており、そのうち大分県

立病院は「基幹災害医療センター」として災害医療を提供する上での中心

的な役割を担っている。他の１１病院は、「地域災害医療センター」とし

て各地域において中心的な役割を担っている。

・ 災害拠点病院の耐震化率は、平成２３年３月末現在７５％（１２病院中

９病院が耐震整備済）となっており、未耐震の３病院については、平成

２５年度までに耐震整備を完了予定である。

・ 主に県内で対応可能な災害・救急事案を派遣対象とする「大分ＤＭＡＴ

（災害派遣医療チーム）」を平成１９年度から整備し、現在大分ＤＭＡＴ

指定病院は１８病院である。
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・ 大分ＤＭＡＴの出動件数は平成２０年度３２件、平成２１年度４１件で、

９件増加するなど、消防機関との連携により出動の機会が増加している。

⑨小児医療

・ 小児の初期救急医療体制は、６医療圏のうち５医療圏において「在宅当

番医制」、「休日当番医制」、「夜間こども診療」などを実施している。

また、二次救急医療体制は４医療圏で整備されているが、小児科医師の

不足や時間外受診の増加等により、小児救急医療体制の維持が課題になっ

ている。

・ 平成１５年から実施している大分県こども救急電話相談の相談件数は年

々増加しており、平成２０年度は３，７５９件、平成２１年度は

５，６３８件で対前年の１．５倍となっている。

⑩周産期医療

・ 平成２０年の周産期死亡率は５．０（出産千対）で、平成１９年の

３．２から上昇しており、全国平均の４．３を上回っている。

・ 平成１７年４月に大分県立病院に総合周産期母子医療センターを整備

し、周産母子センターである大分大学医学部附属病院並びに地域周産期

母子医療センターの別府医療センター、大分市医師会立アルメイダ病院

及び中津市立中津市民病院との連携により、一次医療機関からの新生児

こども救急電話相談 件数の推移
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周産期死亡率（出産千対）
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・妊産婦の受入れを行っているが、センターが県中心部に集中している

ため、地域の分娩取扱医療機関と緊密な連携を図っていく必要がある。

資料：厚生労働省「人口動態調査」

⑪へき地医療

・ 公立へき地診療所は、現在県内に１６箇所設置されている。

・ また、へき地医療拠点病院については、平成２３年４月に新たに６病院

を指定し（合計１７病院）、大分県へき地医療支援機構の支援・調整のも

と、へき地診療所に対する代診医等派遣や無医地区等への巡回診療などの

へき地医療支援活動を行っている。

・ 平成２１年度のへき地医療支援機構・へき地医療拠点病院によるへき地

診療所への代診医派遣実績は９７件である。

⑫結核医療

・ 西別府病院を結核医療拠点病院に位置づけるとともに、３つの医療機関

（大分赤十字病院（４床）、健康保険南海病院（６床）、国東市民病院（５

床））において結核患者収容モデル病床を設置し、結核患者の入院医療機関

の集約化を行っている。

・ 県内の結核の罹患率（人口１０万対）は平成２１年で２１．９と平成

２０年の２３．８から減少しているが、全国平均の１９．０を上回っている。
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資料：厚生労働省「結核登録者情報調査年報」

⑬在宅医療

・ 「人口動態統計（厚生労働省）」によると、本県のがん患者のうち、在

宅で死亡する者の割合は平成２１年が５．６で平成１８年の４．９から増

加しているが、全国平均の７．４（平成２１年）を下回っている。

資料：厚生労働省「人口動態統計」

・ 在宅医療には、疼痛等の緩和を目的とする麻薬の適正使用等が必要であ

る。そのため、麻薬や中心静脈栄養の注射などを無菌調製できる薬局が不可

欠であるが、県内では、クリーンベンチを設置している薬局が２施設、在宅

患者訪問薬剤管理指導の算定をしている薬局が２４施設、無菌製剤処理加算

の算定をしている薬局が２施設と少なく、在宅医療に対応できる薬局が限ら

れている。

⑭予防・検診

・ 本県の平成２１年度のがん検診の受診率（（受診者数／対象者数）×

結核罹患率の推移
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１００）は胃がんが１０．２、肺がんが２７．０、大腸がんが１５．３、

子宮がんが２２．５、乳がんが５．４で、特に乳がんにおいて全国平均を

大きく下回っている（全国平均受診率 胃がん１０．１、肺がん１７．８、

大腸がん１６．５、子宮がん２１．０、乳がん１６．３）。

資料：平成２１年度「地域保健・健康増進事業報告」

（４）医療従事者

①医師

・ 「平成２０年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）」によると、

県内の医師数（医療施設従事医師数）は、２，８３９人で、人口１０万対

で２３６．６と全国平均の２１２．９を上回っており、平成１８年と比較

して７増加している。

しかし、医師の約７５％（約４分の３）が中部医療圏と東部医療圏に集

中するなど医師の地域的な偏在が顕著である。

・ 「病院等における必要医師数実態調査（平成２２年度 厚生労働省）」

では、現員医師数１，８１２人に対し、必要求人医師数は２５３人で、現

員医師数と必要求人医師数の合計数は、現員医師数の１．１４倍であり、

全国の１．１１倍に比べて高くなっている。また必要医師数は４７３人で、

現員医師数と必要医師数の合計数は現員医師数の１．２６倍であり、全国

の１．１４倍に比べて高くなっている。

②看護職員

・ 「平成２０年衛生行政報告例（厚生労働省）」によると、県内の看護師

は平成２０年１２月末現在で、１０，６６５人、准看護師は６，０７４人

がん検診の実施状況（％）
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で人口１０万対で看護師８８８．８、准看護師５０６．２と全国平均の看

護師６８７．０、准看護師２９３．７を上回っている。

・ 平成２０年度の常勤看護職員の離職率は１０．６％で、全国平均の

１１．９％を下回っているものの、新卒看護職員では１５．７％と全国平

均の８．９％を大きく上回っている。

（５）障がい者や難病患者に対する医療提供体制

①難病医療

・ 難病患者の医療について難病拠点病院（１病院）、準拠点病院（２病院）、

基幹協力病院（１０病院）に加え、平成１４年度からは一般協力病院の登録

を行っている。

②障がい児・者の歯科医療

・ 県内において障がい児歯科治療ができる歯科医療機関がきわめて限られ

ており、十分な歯科医療体制が整っていない。

・ 歯科診療所への通院困難な在宅の障がい者に対して、訪問の在宅口腔ケ

アや歯科診療が行われているが、その体制は十分とは言えない状況にある。



－１３－

３ 課題

（１）～効率的で質の高い医療を切れ目なく提供していくために～

４疾病５事業等の医療提供体制の整備・充実

本県では、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病の４疾病について、受

療率（人口１０万対）が全国平均を上回っており、病期ごとの質の高い医

療が求められている。

また、救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療、へき地医療の５事

業等についても、体制の強化や医療機関ごとの連携の強化などの課題を抱

えている。

①がん医療

・ がんの医療体制については、専門的ながん治療として、がん診療連携拠

点病院が県内に７施設指定されているが、質の高い医療を実現するため、

これら高度・専門医療機関やその後方支援を行う医療機関の更なる医療機

能の強化を行う必要がある。

・ また、がん患者が居住している地域にかかわらず、在宅医療など本人の

意向を十分尊重した適切な医療方法が選択できる体制づくりが課題となっ

ている。

②脳卒中医療

・ 脳卒中は後遺症としての障がいを生じさせたり、療養時の長期の臥床な

どがきっかけで寝たきりの最大の原因となっている。そのため、急性期か

ら回復期・維持期のリハビリテーション、退院後のかかりつけ医などによ

る継続的な療養管理を行える体制づくりが課題となっている。

③急性心筋梗塞医療

・ 急性心筋梗塞は発症後、早期の専門的治療が重要であり、患者の搬送前

トリアージを円滑にし、覚知後の救急搬送体制を充実させる必要がある。

・ 本県では、県全体の心筋梗塞の発生状況等に関するデータの集約がなさ

れておらず、具体的対策を講じ難い状況にある。そのため、これらデー

タの集約分析が喫緊の課題となっている。

④糖尿病医療

・ 糖尿病は、それ自体が直接の死因となることは少ないが、放置すると合
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併症を引き起こし、脳血管疾患や心筋梗塞の危険因子ともなることから、

地域の核となる医療機関の機能強化や患者等への教育推進が課題となっ

ている。

⑤救急医療

・ 救急医療については、救急搬送件数の増加や管外搬送人員の増加に対

応するため、地域の二次救急医療体制及び三次救急医療体制を強化し、

救急医療体制の充実を図る必要がある。

・ また、平成２４年度に導入予定の県単独のドクターヘリや現在各救命

救急センター等に導入されているドクターカーの効果的な運用体制の構

築が課題となっている。

⑥精神科救急医療

・ 精神科救急医療について、本県では、応急入院指定病院の指定や医療

保護入院等の移送体制の整備がなされていないため、これら体制の早期

の構築が課題となっている。

・ また、身体合併症患者等の受入れを行える病院が少ないため、一般救

急病院で身体の処置が終わった精神障がい者等の受入体制の整備が課題

となっており、早急に整備する必要がある。

⑦災害医療

・ 災害医療について、本県では、災害拠点病院を１２病院指定している

が、そのうち自家発電時間が３日以上の病院の割合が約５０％にとどま

るなど、大規模災害時における適切な医療提供体制や傷病者の搬送を行

うために必要な整備が課題となっている。

・ また、携帯する資器材の整備など大分ＤＭＡＴの出動体制の強化も課

題となっている。

⑧小児救急医療

・ 小児救急医療について、小児科の不足が全国的な課題となる中、県内

の主な小児二次救急医療機関では、夜間等診療時間外受診のうち外来患

者が９０％を超えるなど、時間外受診が増加しており、小児科医の厳し

い勤務環境の改善が課題となっている。

⑨周産期医療

・ 周産期医療について、平成２１年度に導入した県立病院と分娩可能な
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診療所等との間の周産期医療情報ネットワーク体制（テレビ会議システ

ム）により、患者の状態をリアルタイムで確認し、県立病院からのアド

バイスが可能となったが、地域の周産期の核となる地域周産期母子医療

センター等にはネットワークが整備されておらず、地域ごとの周産期医

療体制の構築が課題となっている。

⑩結核医療

・ 県内の結核罹患率は、全国と比較して高く、結核医療の質の向上が求

められているが、近年診療や看護経験のない医師・看護師が増加してお

り、合併症患者の受入れが困難なケースが増加している。

・ また、高齢化の進行に伴い、今後合併症患者が増加することが想定さ

れるため、これらの患者に対し適切な医療を行うための結核医療拠点病

院とモデル病床を有する医療機関との連携強化が課題となっている。

⑪在宅医療

・ 患者が住み慣れた地域で安心して療養生活等を送ることができるよう、

在宅医療の支援体制の充実が課題となっている。

・ 在宅医療の推進のためには、保健・医療・福祉の連携が不可欠である

とともに、患者の医薬品の管理が適正に行えるよう、薬局の体制整備や

在宅医療に携わる薬剤師の増加が必要である。

⑫予防・検診

・ 医療提供体制の充実とともに、発症予防、早期発見のための予防・検

診体制の強化や検診機関と医療機関との連携体制の構築も重要な課題

となっている。

（２）～地域における安定的・持続的な医療を提供するために～

医療従事者の確保

・ 県内では、医師の地域偏在が顕著であり、地域中核病院等における医師

確保の支援が課題となっている。

・ 地域偏在の課題を解決するためには、まず医師の県内定着を図ることが

必要であり、医学生、初期・後期研修医といった医師のライフステージに

応じた対策や魅力のある教育環境等を整備することが重要となる。

・ また、現在県内の人口１０万対看護職員は全国平均を上回っているが、

新卒看護職員の離職率が高く、将来的な見地から今後、新卒看護職員の離
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職率をいかに抑えるかが課題となっている。

（３）～誰もが安心して暮らせる環境づくりのために～

難病患者や障がい者に対する医療提供体制の整備

・ 寝たきりや人工呼吸器を装着している難病患者に対し、日常生活の負

担を軽減することのできる支援が課題となっている。

・ また、障がい児・者が必要とする治療を、県内で行える歯科医療体制

の充実、寝たきりの患者や障がい者などに対する在宅歯科診療体制の充

実が課題となっている。

４ 目標

効率的で質の高い医療を切れ目なく提供していくために、それぞれの地域の限

られた医療資源を有効に活用し、予防から、急性期、回復期、維持期、在宅

に至る一連の医療を地域の医療機関全体で提供していく必要がある。

そのために、高度・専門医療機関とその後方支援を行うそれぞれの病期を

担う医療機関などの機能を充実・強化するとともに、医療機能の分担・連携

を図る。

また、地域において安定的・持続的な医療提供体制を確保していくため、地域

医療を支える医師や看護師の育成・確保に取り組むとともに、誰もが安心し

て暮らせる環境づくりのために難病患者や障がい者に対する医療提供体制の充

実を図る。

（１）４疾病５事業等の医療提供体制の整備・充実

①高度・専門医療機関とこれらと機能を分担する医療機関における医療機能

の充実・強化

・ がん、心筋梗塞、糖尿病の質の向上を図るための医療機関の機能強化・

充実を図る。

・ 救命救急センターの強化・充実を図る。

・ 二次救急医療体制の強化・充実を図る。

・ 小児救急医療に関し、保護者の医療現場への理解を深め、時間外受診の

抑制を図る。
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・ 災害拠点病院における自家発電装置や受水槽の整備等災害医療体制の強

化を図る。

・ 大分ＤＭＡＴ指定病院を１８施設から２０施設に拡充し、組織の充実を

図るとともに、出動体制の強化を図る。

・ 結核患者収容モデル病床を有する医療機関を３施設から５施設に拡充す

る。

②急性期医療機関とその後方支援を行う医療機関（回復期、維持期、在宅）

などにおける医療機能の分担・連携

・ がん患者の在宅医療体制を構築し、在宅での療養を選択できる患者の割

合を増やす。（在宅でのがんの死亡割合：平成２１年度 ５．６％）

・ 薬局が、がん患者等の在宅医療に対応できる体制を整備する。

・ 脳卒中医療について、医療・介護との連携を促進し、脳卒中ノート（教

育編・連携編）の普及を図る。

・ 県全体の心筋梗塞に関するデータを集約、検討することで急性心筋梗塞

の対策に活用する。

・ 周産期医療情報ネットワーク体制（テレビ会議システム）の充実を図る。

・ 急速を要する精神障がい者の応急入院及び医療保護入院等のための移送

体制を構築する。

・ 救急の身体合併症患者の受入体制を構築する。

・ 結核モデル病床を有する医療機関が合併症と併せて適切な結核医療を提

供できる医療体制を整備する。

③予防・検診体制の強化及び医療機関との連携体制の構築

・ がん検診機能の強化等を図ることにより、がん検診受診率（（受診者数

／対象者数）×１００）を平成２０年度の胃がん１０．６％、肺がん

２６．６％、大腸がん１５．３％、子宮がん２１．６％、乳がん１２．９％

より引き上げる。

（２）医療従事者の確保

・ 地域枠学生など、将来の地域医療を担う医師の育成を推進する。

・ 先進医療の修得体制の強化や研修医の資質向上を図る。

・ 地域医療に従事する若手医師のキャリア形成支援や指導体制を充実させ、

医師の地域偏在の解消を図る。

・ 地域医療に従事する医師の勤務環境や生活環境を整備することで、医師の

県内定着を推進する。

・ へき地医療に従事する医師の研修環境等を整備し、へき地医療に従事する
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医師を確保する。

・ 地域における医師確保を図るため、医学生修学資金制度などの市町村の取

組を支援する。

・ 新卒看護職員の離職率を全国平均以下とすることを目標とし、看護師の

確保を図る。

・ 看護師の職場体験事業（インターン・シップ）を実施し、１年間の参加

者数の目標を５０名とする。

（３）難病患者や障がい者に対する医療提供体制の充実

・ 人工呼吸器を使用している難病患者等の円滑な在宅移行を推進する。

・ 障がい児・者の歯科診療体制の強化、在宅障がい者の訪問口腔ケア及び

訪問歯科診療の体制を充実させる。

５ 具体的な施策

（１）４疾病５事業等の医療提供体制の整備・充実

【ア 高度・専門医療機関とこれらと機能を分担する医療機関における医療機

能の充実・強化】

総事業費 1,652,167 千円

国庫負担分 178,753 千円、基金充当分 928,408 千円

事業者負担分 545,006 千円

（目的）

医療機関が機能を分担、連携することによる４疾病５事業等の切れ目のない

医療提供体制を推進するため、高度・専門医療機関とこれらと機能を分担・連

携する医療機関における医療機能の充実・強化を図る。

（各種事業）

①がん医療を担う医療機関の施設設備整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２４年度

事 業 費 240,997千円（基金160,664千円、事業者80,333千円）

・ 地域がん診療連携拠点病院であるアルメイダ病院の設備整備や高度・専

門医療機関と連携する石垣病院の施設整備の助成を行うことで、それぞれの

機能を強化し、がん医療体制の充実を図る。
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②心筋梗塞医療を担う医療機関の設備整備

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 40,950千円（基金27,300千円、事業者13,650千円）

・ 心筋梗塞医療の高度・専門医療機関である大分大学医学部附属病院の機

能強化に必要な医療機器の整備に助成する。

③地域の糖尿病センター機能を担う医療機関の設備整備

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 156,030千円（基金104,020千円、事業者52,010千円）

・ 糖尿病医療において、佐伯中央病院が県南地域で中心的な役割（地域の

糖尿病センター）を果たすために必要な設備整備に助成をし、糖尿病とその

合併症に対する治療及び予防・教育を効果的に行うことのできる医療提供体

制の充実を図る。

④ヘリポートの整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２４年度

事 業 費 73,148千円（基金48,765千円、事業者24,383千円）

・ 救命救急センター及び基幹災害医療センターに指定されている大分県立

病院において、救急及び災害医療体制の充実を図るために必要な患者用エレ

ベータや夜間照明のヘリポート整備に助成する。

⑤救命救急センターの施設設備整備

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 220,422千円（基金146,948千円、事業者73,474千円）

・ 大分県立病院において、救急医療体制の充実に必要な救命救急センター

専用のＭＲＩの導入に係る施設設備整備に助成する。

⑥二次救急医療機関の設備整備

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 5,775千円（基金3,850千円、事業者1,925千円）

・ 西部医療圏の二次救急医療体制の充実のため、圏域内唯一の二次救急医
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療機関である大分県済生会日田病院の救急医療に必要な設備整備に助成す

る。

⑦救急医療情報遠隔伝送システムの整備

事業実施年度 平成２５年度

事 業 費 155,506千円（基金103,670千円、事業者51,836千円）

・ 県内の救命救急センターとドクターカー内との間で、患者の画像や心電

図などを伝送するシステムの整備に助成する。

・ 遠隔伝送システムの導入により、現場でのトリアージ、処置、治療後の

搬送先選定までを一元集中管理し、円滑に行うことができる。

⑧救急・災害医療の従事者研修

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 5,054千円（基金3,369千円、事業者1,685千円）

・ 大分大学医学部において実施する医師や看護師等を対象とした救急医療

や災害医療の実技を伴った救急標準化コース等の研修（病院搬送前外傷処置

教育訓練コースや災害医療机上訓練コース等）を支援する。

⑨小児救急医療体制の確保

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 24,565千円（国庫4,872千円、基金17,230千円、

事業者2,463千円）

・ 全国的にも小児科医の不足や軽症患者の時間外受診が大きな問題となっ

ている。

・ 小児科医の厳しい勤務環境を緩和するため、携帯電話用ホームページ等

により保護者のこどもの急な病気やケガに対する不安を解消するとともに

地域住民や保護者の小児救急医療の現状課題に対する理解を深める。

・ また、小児医療体制の充実のため、小児科医の研修等を支援する。

⑩災害拠点病院の施設整備

事業実施年度 平成２５年度

事 業 費 526,915千円（国庫173,881千円、基金177,395千円、

事業者175,639千円）
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・ 国家公務員共済組合連合会新別府病院と健康保険南海病院における自家

発電装置、受水槽、備蓄倉庫及びヘリポートなど、災害拠点病院の機能維持

・充実のための施設整備に助成する。

⑪大分ＤＭＡＴの設備整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２４年度

事 業 費 152,000千円（基金101,327千円、事業者50,673千円）

・ 大分ＤＭＡＴ指定病院に新たに２病院を指定し、２０病院体制を構築す

る。

・ 大分ＤＭＡＴ指定病院において、災害時に複数のＤＭＡＴチームが医療

資器材を共有できるよう、患者搬送モニター等の装備整備を支援し、災害医

療体制の充実を図る。

⑫結核医療を担う医療機関の施設設備整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 50,805千円（基金33,870千円、事業者16,935千円）

・ 高齢化等により、今後発症の増加が見込まれる結核患者に適切な医療を

提供するため、結核医療拠点病院等の施設設備整備に助成し、結核医療提供

体制の充実を図る。

【イ 急性期医療機関とその後方支援を行う医療機関（回復期、維持期、在

宅）などにおける医療機能の分担・連携】

総事業費 393,314 千円

国庫負担分 99,063 千円、基金充当分 263,259 千円

事業者負担分 30,992 千円

（目的）

４疾病５事業等について切れ目のない医療提供体制を推進するため、急性期

医療機関とその後方支援を行う医療機関（回復期、維持期、在宅）や関係機関

との連携体制の充実・強化を図る。

①がんの在宅医療連携体制の構築

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 64,216千円（基金62,104千円、事業者2,112千円）
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・ 在宅医療を行う医療機関や緩和ケア病棟を有する医療機関等に在宅移行

推進アドバイザーを配置し、在宅末期患者やその家族に対する相談支援・情

報提供を行う。

・ また、地域での在宅療養を促進するために、各地域の拠点病院に医療連

携のコーディネータを配置するとともに、５大がん在宅医療連携ノートを作

成、運用する。

・ 在宅医療体制の充実のために、患者や家族を支える医療機関、在宅医療

の従事者、介護従事者等に対する研修や連携会議などを行い、関係者の連携

強化を図る。

②在宅医療推進のための薬局の体制整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 32,954千円（基金21,969千円、事業者10,985千円）

・ 県薬剤師会が行う在宅医療に必要な中心静脈栄養や疼痛緩和のための麻

薬注射などの無菌調製を行うためのクリーンルーム及びクリーンベンチの

整備に助成する。

・ 在宅医療の推進のため、薬局が地域医療機関等と連携するために必要な

研修の実施を支援する。

③脳卒中医療連携体制の推進

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 4,596千円（基金3,063千円、事業者1,533千円）

・ 脳卒中医療については、急性期病院、回復期病院だけでなく、かかりつ

け医、維持期リハビリ施設、訪問看護ステーション、デイケアなど多くの医

療・介護施設が連携して関わっていくことが必要であり、連携パスの活用が

重要である。

・ 平成２２年度に大分脳卒中クリニカルパス情報交換会などが中心となっ

て「脳卒中ノート（教育編・連携編）」の作成し、今後その検証、改定を行

うこととしている。

・ 大分大学医学部が実施する「脳卒中ノート」を活用した発症及び再発防

止の啓発や医療・介護者側の連携強化の取組を支援する。
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④急性心筋梗塞データの集約及び解析

事業実施年度 平成２３年度 から平成２５年度

事 業 費 24,247千円（基金24,247千円）

・ 近年の発症件数、入院件数、発症から入院までの時間、救急搬送に要し

た時間、治療、検査内容及び結果、予後、病院前死亡例等心筋梗塞の現状に

ついての調査・検討を大分大学医学部と連携して行い、その結果を今後の疾

病対策等に活用する。

⑤周産期医療情報ネットワークの整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 11,273千円（基金7,511千円、事業者3,762千円）

・ 周産期医療の地域格差や質の向上を図るため、平成２１年度に総合周産

期母子医療センターである県立病院と分娩取扱医療機関（２９施設）の間で、

周産期医療情報ネットワークシステム（テレビ会議システム）を構築した。

・ そのネットワーク体制をより充実させるため、新たに地域母子医療セン

ター等７施設の周産期医療情報ネットワーク（テレビ会議システム）参画に

必要な設備整備に助成する。

⑥精神障がい者の応急入院・移送体制の整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 10,690千円（国庫643千円、基金10,047千円、）

・ 複数の精神科病院を応急入院指定病院に指定し、輪番制により応急入院

の受入体制及び医療保護入院等のための移送体制を整備する。

⑦身体合併症を持つ精神障がい者の受入体制の整備

事業実施年度 平成２４年度から平成２５年度

事 業 費 234,641千円（国庫98,420千円、基金123,621千円、

事業者12,600千円）

・ 大分大学医学部附属病院の協力を得て、救急の身体合併症の患者等の受

入体制を構築する。
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⑧結核医療の連携体制整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 10,697千円（基金10,697千円）

・ 結核合併症患者に対応するため、結核医療拠点病院である西別府病院か

ら結核患者収容モデル病床を有する医療機関（大分赤十字病院、健康保険南

海病院、国東市民病院）等への支援や症例検討会等を行い、結核合併症患者

へ充実した医療を提供するための体制を構築する。

【ウ 予防・検診体制の強化及び医療機関との連携体制の構築】

総事業費 137,676 千円

国庫負担分 0 千円、基金充当分 86,184 千円

事業者負担分 51,492 千円

（目的）

疾病を予防し、早期発見・早期治療を行うための検診体制の強化及び医療機

関との連携を促進する。

①検診機能の充実に必要な設備整備

事業実施年度 平成２３年度から平成２４年度

事 業 費 114,450千円（基金70,700千円、事業者43,750千円）

・ 疾病の有病者等を早期に発見し、早期治療を行うために、地域成人病検

診センターにおいて、がん検診の充実に必要な設備整備に助成する。

②検診機関と医療機関の連携ネットワークの整備

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 23,226千円（基金15,484千円、事業者7,742千円）

・ 重複した検査による患者の負担を軽減するため、別府市医師会地域保健

センターにおいて、検診機関と医療機関が健診データを共有し診療情報とし

て活用できる体制の構築に必要な設備整備に助成する。
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（２）地域における医師・看護師の確保及び人材育成

【ア 医師の育成及び確保】

総事業費 695,142 千円

国庫負担分 28,358 千円、基金充当分 371,854 千円

基金（Ｈ２１）105,000 千円、事業者負担分 189,930 千円

（目的）

地域における医師を確保するため、医師の教育体制の強化や勤務環境の整備

等を行い、医師の県内定着及び確保を図る。

①地域医療支援センターの設置

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 147,407千円（国庫21,203千円、基金21,204千円、

平成21年度基金 105,000千円）

・ 地域医療の充実を図るため、大分大学医学部と連携して地域医療支援セ

ンターを設置し、医師が不足している病院への医師配置等を行うために必要

な医師不足状況等の把握・分析、地域医療に従事する医師のキャリア形成の

支援等を行う。

②先進医療機器（手術支援ロボット）等の導入

事業実施年度 平成２４年度

事 業 費 349,650千円（基金233,100千円、事業者116,550千円）

・ 県内で不足している外科医師の養成や大学病院及び県内医療機関の外科

系医師の診療技術の向上を図るため、大分大学医学部附属病院の手術支援ロ

ボットや手術室映像支援システムなどの設備整備に助成する。

③地域医療に従事する医師の診断・治療教育環境整備

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 30,403千円（基金20,269千円、事業者10,134千円）

・ 不足している外科医の志望者の増加や地域医療に従事する医師の資質向

上を図るため、大分大学医学部における超音波診断装置の学習のためのシミ

ュレーター機器や内視鏡手術手技を学ぶためのシミュレーター機器等の導
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入に助成する。

④へき地医療を支える地域医療サポート医師の確保・派遣

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 14,310千円（国庫7,155千円、基金7,155千円）

・ へき地医療に従事する医師の研修環境等を整備するため、へき地医療を

支援する開業医を募集し、地域医療サポートドクターとして登録を行うこと

で、へき地診療所の代診や専門医療の診療応援を実施する。

⑤医師住宅の整備

事業実施年度 平成２４年度から平成２５年度

事 業 費 80,640千円（基金53,760千円、事業者26,880千円）

・ へき地等地域における医師確保対策のために、へき地医療拠点病院等の

医師住宅の整備に助成する。

⑥市町村による医師確保等地域医療確保対策への支援

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 72,732千円（基金36,366千円、事業者36,366千円）

・ 地域医療の確保のため、市町村が行う医学生修学資金制度の創設などの

医師確保等、大学と連携した地域医療確保対策の取組みを支援する。

【イ 看護師の育成及び確保】

総事業費 2,000 千円

国庫負担分 0 千円、基金充当分 1,332 千円

事業者負担分 668 千円

（目的）

看護師の離職を抑制し、看護師の県内定着や確保を図る。
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①看護学生職場体験の実施

事業実施年度 平成２４年度から平成２５年度

事 業 費 2,000千円（基金1,332千円、事業者668千円）

・ 新人看護師の離職の原因のひとつである教育内容と臨床現場とのギャッ

プを解消するため、インターン・シップ（職場体験事業）プログラムの作成

や県内外の看護師等学校養成所に対する広報活動など、看護学生を対象とし

たインターン・シップの実施に助成する。

（３）難病患者及び障がい者に対する医療提供体制の充実

総事業費 16,148 千円

国庫負担分 0 千円、基金充当分 10,765 千円

事業者負担分 5,383 千円

（目的）

難病患者や障がい者に対する医療提供体制の充実及び強化を図る。

①難病患者の支援

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 1,008千円（基金672千円、事業者336千円）

・ 筋ジストロフィーなどの難病患者が多数入院している西別府病院におい

て、人工呼吸器を装着している難病患者が在宅医療に円滑に移行できるため

に必要な自動痰吸引器の導入に助成する。

②障がい者の歯科診療体制の充実

事業実施年度 平成２３年度

事 業 費 15,140千円（基金10,093千円、事業者5,047千円）

・ 障がい児・者の高次歯科医療機関である別府発達医療センターについて

歯科診療体制の充実に必要な炭酸ガスレーザー等の設備整備や別府口腔保

健センターにおける訪問歯科診療の充実に必要な携帯型高周波レントゲン

撮影装置の整備に助成する。



－２８－

（４）地域医療再生計画の推進

総事業費 1,359 千円

国庫負担分 0 千円、基金充当分 1,359 千円

事業者負担分 0千円

（目的）

地域医療再生計画の進行管理を行うとともに、地域医療の課題を解決する

ための協議を行う。

①地域医療再生計画推進費

事業実施年度 平成２３年度から平成２５年度

事 業 費 1,359千円（基金1,359千円）

・ 平成２３年度に策定する地域医療再生計画の計画的な執行や進行管理を

行うとともに、地域の医療課題を解決を図るため、県や各地域で地域医療対

策協議会等を開催し協議を行う。

６ 地域医療再生計画終了後に継続実施する事業

地域医療再生計画が終了した後においても、４に掲げる目標を達成し

た状態を、将来にわたって安定的に維持するために必要があると見込ま

れる事業については、平成２６年度以降も引き続き実施していきたい。

ただし、事業継続の有無については、地域医療再生計画の終了年度で

ある平成２５年度に、その事業効果や必要性、規模、実施方法・内容、

地域医療の確保に関する既存事業を含め、総合的に勘案した上で判断す

る。

現時点で、地域医療再生計画が終了する平成２６年度以降も継続して

実施する必要があると見込まれる事業については、下記のとおりである。



－２９－

番号 事業の内容 単年度予算額

１ 精神障がい者の応急入院・移送体制の整備 4,145千円

２ 身体合併症患者等の受入体制の整備 118,105千円

３ 地域医療支援センターの設置 50,000千円

４ へき地医療を支える地域医療サポート医師の確保・派遣 5,724千円

７ 地域医療再生計画作成経過

・平成２２年１２月２７日 第１回地域医療対策協議会開催

地域医療再生計画の基本的な考え方、今後の進

め方の決定

・平成２２年１２月２８日 関係団体、関係機関、医療機関、市町村等に事

業提案の照会

・平成２３年 １月２０日 事業提案提出締め切り

・平成２３年 １月２６日 県議会（臨時常任委員会）への報告

地域医療再生計画の策定

・平成２３年 ２月 ４日 第２回地域医療対策協議会開催

事業提案に対する審議

・平成２３年 ２月２８日 第３回地域医療対策協議会開催

地域医療再生計画に記載する事業の決定

・平成２３年 ３月１０日 県議会（第１回定例会）への報告

地域医療再生計画に係る実施事業（案）

・平成２３年 ３月１８日 第４回地域医療対策協議会開催

地域医療再生計画の骨子に対する審議

・平成２３年 ３月２５日 医療審議会開催

地域医療再生計画の概要及び検討経過の説明

・平成２３年 ４月２６日 医療審議会開催

地域医療再生計画（案）の審議

・平成２３年１０月２８日 地域医療対策協議会及び医療審議会委員の

地域医療再生計画の書面審査


